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鉄筋 コンクリー ト造超高層住宅の

強風時の居住性に関する設計法
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概 要 近年,高 さ60mを 超 える鉄筋コンクリー ト造の超高層住宅が多 く建設されるようになってきた。我が国にお

いて,鉄 筋コンクリー ト造建築物における主要構造部材の構造設計は主に耐震設計により決定される。 しかし,超 高層住

宅は強風時の風i揺れに対する居住性の問題が重要 となっている。特に,高 さ150m程 度 を超える建物に対 しては,強 風

時の居住性が,構 造設計上大きな影響を持って くる。

ここでは,強 風時の居住性に関する限界状態設計法の内容を紹介し,そ の計算方法を詳細に解説することによって,鉄

筋コンクリー ト造超高層住宅の設計者に役立ててもらうことを目的とする。
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1.は じ め に

高層建築物が強風に遭遇すると風による揺れが生じる。

鉄骨造の建築物などは,特 に臨海部など,強 風が発生す

る可能性の高い地域 に100mを 超えるような超高層建

築物を計画 した場合,風 荷重が構造 安全性に関 して重要

な要因となる場合がある。まれに,風 荷重が地震荷重を

上回る可能性も考え られる。また建築物の構造種別にか

かわらず,こ の風揺れ現象は,構 造安全性上問題がない

としても,居 住者が揺れを感 じ,不 快,不 安感を引き起

こすことがある。この揺れを防止することを主な目的と

して近年,制 振装置を導入 して風揺れを軽減する試みが

増えてきている。

集合住宅としての一形態として超高層住宅が多 く建設

されている。超高層住宅は数々の要因から鉄筋コンクリー

ト構造や鉄骨鉄筋コンクリー ト構造で計画される場合が

多い。超高層住宅において建物高さが90m程 度であれ

ば強風時の風揺れに対 して居住性が特に問題になること

はなかった。 しか し,建 物高さが更に増 し150mを 超

えるようになると強風時の風揺れに対する居住性の問題

に対 して設計上慎重に取 り組む必要があることが考え ら

れる。これに関 して日本建築学会の 「建築物の振動に関

する居住性能評価指針 ・同解説」1)(以下,「居住性指針」

という)で は風揺れに対する居住性の評価方法が示され

ている。居住性指針では,建 物の水平振動において使用

用途における居住性能のランクを規定 しているが,い か

なるランクにするのかは設計者の判断に委ねられている。

現在では,居 住性評価においてこの手法が一般に認知さ

れ評価法として用いられている。

一方,信 頼性理論による限界状態設計法の中で風揺れ

による居住性能を使用限界状態に位置づけることによっ

て居住性を評価するとい う試 みも見 られ る2)・3)。限界設

状態計法は,理 論的背景に確率的な概念を多用 している

ため,今 まで確定的な手法によって行われてきた感のあ

る構造設計において少なからず抵抗感を感 じる設計者 も

多い。 しかしながらこの手法を用いて居住性を評価する

ことにより,年 間に揺れを知覚する確率はどれくらいな

のか,ま た,建 築物を品質の観点から見た場合,グ レー

ドの設定を明確にできる。最近では,鉄 筋コンクリー ト

造の超高層住宅の設計において限界状態設計法を用いて

風揺れによる居住性に関してクライテリアを設けている

場合もある(都 市基盤整備公団等)。 本報告では主 に限

界状態設計法に基づいた風揺れによる居住性の評価方法

について解説するものである。

2.風 揺れ による居住性 に関す る限界状態設計

法概説

風揺れによる居住性の評価に限界状態設計法を適用す

るに当たって,明 確にすべきパラメータは,揺 れに対す

る居住者の振動知覚と強風によって生 じる建物の振動で

ある。今,両 者の検討量を加速度 とし,風 揺れによる居

住性に関 して信頼性理論を適用すると(1)式 のように

表せる。

(1)

つまり,振 動を知覚する加速度(知 覚閾)Pが 建物の

応答加速度み よりも小さければ,居 住者が揺れを感 じ

ることになる。すなわちR<0と なる確率を計算するこ

とによって振動知覚確率を求めることができる。P,A

共に数々の不確定要素をもつ確率量であり,こ れらの特

性を明確にする必要がある。

2.1知 覚 閾

居住性を考える場合,ま ず居住者はどの程度の揺れで
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揺れを感 じるか,す なわち知覚閾の情報が必要 となる。

超高層住宅の風揺れを対象とする場合 には1Hz以 下の

振動における知覚閾が主になる。風揺れに対する知覚閾

に関 しては国内において1970年 頃から積極 的に研究さ

れ,主 に振動台等の実験装置を用いて人工的に揺れを発

生させて検討を行 ってきた2)～7)。ほとんどの実験 は正弦

波を用いた ものである。これ らの研究成果によれば,知

覚閾には次のような傾向があるようである。1振 動数が

高 くなるほど振動を知覚する加速度振幅は低 くな り,そ

の傾向は概ね両対数上で線形傾向にある。2知 覚閾は概

ね1～10ga1の 範囲にある。3男 性よりも女性の方が敏

感である。4壮 年より青年が,青 年より少年が敏感であ

る。5座 位より腰掛位が,腰 掛位よりも立位の方が敏感

である。6前 後向きの振動の方が左右方向より敏感であ

る。以上のほか,視 覚,聴 覚,振 動の継続時間等,知 覚

閾に影響する要因は多い。試験結果の一例 として座位の

場合の知覚閾試験結果を図一1示す3)。図が示すとおり,

知覚閾の平均値,標 準偏差は両対数上で概ね線形関係が

見 られるが,各 周波数とも被試験者の知覚閾は大きくば

らついている。知覚閾の分布 を頻度分布で示す と図一2

のようにな り,知 覚閾のばらつきは概ね対数正規分布に

従うことが分かる。 ここでは振動知覚の平均値の算定式

として(2)式 を用いる3)。なお,居 住性の検討 では揺

れの振動数fは 後述するように建物の1次 振動数 と考 え

てよい。

(2)

ここに,P:振 動知覚の平均値(cm/s2),f:揺 れの

振動数(Hz)で ある。また,振 動知覚の変動係数(Vp)

は,0.4と する3)。

2.2強 風時における建築物の応答

居住性を評価する場合,強 風時の建物の振動性状は,

狭域帯のランダム振動であり,振 幅変調を伴う1次 固有

振動数が卓越 したものとなる。2.1項 で述べた知覚閾は

正弦波試験に基づ く知覚閾を調査 したものであるが,両

者における振動知覚閾はほぼ対応 していると考え られ

る2)。しかし,建 物の応答加速度の最大振幅を評価の対

象とすると,か なり厳しい評価になる可能性がある。 し

たがって,正 弦波振動の知覚閾と等価なランダム振動の

応答加速度はその標準偏差の2倍 とす る3)。これを等価

応答加速度という。次に応答加速度の予測方法について

述べる。

風揺れによる居住性を対象 とする場合,建 築物の応答

としては,1風 方向振動,2風 直角方向振動,ね じれ

振動が考えられる。 これらの応答加速度の予測方法 とし

ては,1理 論的方法,経 験式による方法,既 存建物

の実測結果を参考にする方法,風 洞実験による方法が

ある。ただし,風 直角方向振動,ね じれ振動に関 しては

1の 理論的方法は未だ確立 していない。居住性が重要な

要素 となる建物については,最 終的には,風 洞実験によ

る方法が望ましいが,設 計上の初期の段階では1ま たは

2の 方法によって検討する場合が多いと思われる。応答

図―1座 位の順方向知覚閾3)

図―2座 位知覚閾の確率密度分布3)
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の理論的,経 験に基づ く予測法 としては,日 本建築学会

の居住性指針と 「建築物荷重指針 ・同解説」8)(以降,

「荷重指針」という)に おいて示されている。風方向振

動は,両 者 とも理論的方法によっている。風直角方向振

動については,居 住性指針では経験式に基づくカナダ指

針を参考にし,荷 重指針では,風 洞実験結果をもとに提

案された算定式が示 されている。ねじれ振動に関しては,

居住性指針には提案式はないが,荷 重指針では,風 直角

方向と同様風洞実験結果をもとに提案 された算定式が示

されている。 ここでは,強 風時における建築物の応答の

予測式 として風方向,風 直角方向について荷重指針の提

案式を用いる。なお,建 物の平面形状や構造特性によっ

ては,ね じれ振動 も考慮すべきであるが,一 般的な超高

層鉄筋 コンクリー ト造住宅を考えると,ね じれ振動が顕

著になることはないと考えられる。 したがって,本 検討

においては,風 方向と風直角方向に対 して応答を考慮す

ることにする。荷重指針には,壁 面に正対 して当たる風

について風方向および風直角方向の応答加速度の標準偏

差はそれぞれ(3)(4)式 で与え られている。

1風 方向(荷 重指針p288,(6.3.20)に よる)

(3)

2風 直 角方 向(荷 重 指針p309,(6.6.15)に よ る)

(4)

ここで,風 方向の算定式でGfは ガス ト影響係数 とい

い,最 大変位の平均変位に対する比で表すことができる。

また,単 位高 さ方向の質量を一定 とし,応 答加速度を建

物頂部で考えると(3),(4)式 は以下のようになる。

1風 方向

(3')

ここに,Xは 平均変位(m),noは 風方向の1次 振動

数(Hz),rfは 風速変動係数,R.は 風方向振動の共振係

数である。

2風 直角方向

(4ノ)

ここに,qHは 速度圧(Pa),CEは 風直角方向の変動

転倒モーメン ト係数,RLは 風直角方向振動の共振係数,

ρbは建物の平均密度(kg/m3),Dは 建物の奥行き(m)

である。算定式の物理量およびパラメータは更に計算式

が定められているが,詳 細については3章 で記す。

ところで,応 答を予測する際,ど のような風速を想定

し検討するか問題になる。ここで対象とする風速値は,

居住性評価に対 して年間振動知覚確率を求めることを考

慮 して,年 最大風速の期待値,す なわち再現期間1年 の

風速とした。

また,応 答予測値は振動知覚と同様ばらつきを有する

ものと考えられ る。予測 された応答加速度の変動係数

脇 は次式より算定する。

(5)

ここに,巧 は年最大風速の変動係数,%は 風速の鉛

直分布係数の変動係数,Vv―Aは 等価応答加速度振幅の

変動係数である。年最大風速の変動係数は建設地によっ

て異なり,主 要な地域については表一1で与え られてい

る3)。風速の鉛直方向の変動係数は0.1と する3)。等価応

答加速度振幅の変動係数は,予 測式より等価応答加速度

振幅を求めた場合はO.4と し,風 洞実験結果か ら等価加

速度振幅を予測 した場合には変動係数を0.2と する3)。

風速値の他に,居 住性について特に考慮すべきものと

して建築物の構造特性とくに減衰定数と1次 振動数の評

価が重要となる。居住性を評価する場合には比較的小振

幅の場合を対象にしている。 したがって,耐 力設計にお

いて大振幅を対象とした場合とは異なる取 り扱いを しな

ければならないと考えられる。居住性の検討においては,

減衰定数は耐力設計で用いるよ り小 さ目の値 とし,1

次振動数は大き目な値に想定 した。ここでは鉄筋コンク

リー ト構造に対 して減衰定数を0.015と し,1次 振動数

は耐力設計時の1.25倍 とすることにする。 なお,鉄 骨

造では,減 衰定数は0.01と することが多い。

2.3限 界状態設計法への適用

2.1項 では振動知覚閾の統計的性状を2.2項 では風 に

よる建物の応答加速度の統計量について述べた。以降,

限界状態設計法を適用 して振動知覚確率の算定法につい

て述べる。

(1)式(R=P―A)に おいて,R<0と なる場合,

振動を知覚することを意味する。知覚閾P,応 答加速度

Aと もに確率量であるから,Rも 確率量である。PとA

の結合確率密度関数をfp,A(p,a)と すると,(1)式 の振

動知覚確率は,(6)式 のようになる。

(6)

いま,応 答値Aお よび知覚閾Pが 互いに独立で,そ

れぞれの確率分布が正規分布で表されると仮定すると,

Rも 正規分布となり,知 覚確率P(R<0)は(7)式

のように表せる。

(7)

表一1年 最大風速の変動係数3)
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す なわち,(7)式 は

(8)

とな る。 ここに,φ(・)は 標準正規分布である。 したが っ

て,

(9)

の値が分かれば,知 覚確率を求めることができる。この

βの値によって知覚確率が変化することから,β を振動

知覚指標と呼ぶ。ところで,振 動の知覚閾などは対数正

規分布に従うため,Rを

(10)

と定義す るこ とに よ って,Rが 正規分 布 とな り,β も

(11)式 で 定義で き,知 覚確率 が φ(一 β)に よ って求 め

ることがで きる。

(11)

こ こ に,

λp:振 動知覚の対数平均値

λオ:応 答加速度の対数平均値

鼻:振 動知覚の対数標準偏差

輪:応 答加速度の対数標準偏差

P:振 動知覚の平均値((2)式 による)

Vp:振 動知覚の変動係数(=0.4)

A:再 現期間1年 の風速時における等価最大応答

加速度

VA:Aの 変動係数((5)式 による)

3.設 計の詳細

ここでは,実 際に限界状態設計法に基づき,建 築物の

強風 時における居住性能の評価 例 を示す 。 図―3に 評価

法 のフローを示す3)。 なお,応 答予 測 につ いて は風 方 向

と風直角方向 について検討す るが,建 物 の平面形 が長方

形 の場合 には図―4に 示す よ うに全 部で4つ のパ タ ー ン

が考え られ る。本来は この4つ に対 して検討 する ことが

望 ま しいが,通 常 は,風 方 向は長辺 に正対 す る方 が,

風 直角方向 は短辺 に正対す る方が大 き くなる傾向がある。

したが って,応 答加速度の検討 は以上 の2つ の場合 につ

いて検討す る。次 に実際に算定を行 う。

3.1諸 条 件 の設定

建物の概要を以下の とお り設定 す る。

1建 設地点 東京 地 表面粗度 区分 皿(風 速 の鉛直

分布のべ き指数 α=0.2,境 界 層高 さZG-450m)

2建 物 の諸条件

・構造種別RC

・形 状 高 さH-190 .00m

長 辺L1=51.2m

短 辺L,=32.5m

全質 量M-123400×103kg

3構 造 特性

1次 固有周期 耐力設計 用 丁=3.96sec(長,短

辺 方向 とも)

減 衰定数 η∫=0.015

これ らの情報 よ り,居 住性検討用 の1次 振動数 と建物

平均密度 は以下 の とお りになる。

居住 性検討 用To-0.8×T-3.168sec(no-0.316Hz)

建 物 平均密度 ρわ

3.2検 討風速の算定

再現期間1年 の風速を東京管区気象台の再現期間1年

の風速値を基に建物頂部の風速を算定する。東京管区気

象台における風速,測 定高さ,粗 度区分を以下に示す。

風速15.4m/s,高 さ74.6m,粗 度区分V(風 速の鉛

直分布のべき指数 α一〇.35,境 界層高さZG-650m)

頂部高さにおける風速 の は,上 記の気象台の情報に,

建設地の周辺状況を加味して算定する。つまり,気 象台

と建設地の粗度区分が異なるため,建 設地 のべき指数

(α=0.2),境 界層高さ(ZG-450m)を 用いて補正する。

すなわち 鰯 は,

とな る。 よ って速度圧 砺 は以下 の とお りとなる。

3.3再 現期間1年 の応答加速度

(1)風 方向の応答加速度標準偏差の算定

長辺に正対する方向について検討する。すなわち,見

図一3使 用限界設計設計法を用いた居住性評価のフロー3)

注)本 検討で は,風 方向1と 風 方向2に つ いて検 討す る。

図一4応 答加速度の検討方向
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附幅B=Li,奥 行 きD=L,と す る。 応答 加速 度標 準偏

差 は下式((3')式)よ り求 める。

平均変位X(m)は 下式より求められる。

ここに,CDは 平 均抗力係数で,

で 表 さ れ る。 こ こ で,α は べ き 指 数 で あ る 。

1)/、B=31.6/51.2・=0.62よ り,1)/B≦1で あ る か ら

C.は,C.=1.4/(2×0.20十2)=O.58と な る。

よ っ て 建 物 頂 部 に お け る 平 均 変 位 は,以 下 の と お り に

な る。

風速変動係数 γrは風の乱れ強 さに関する係数で下式

より求ある。

ここで,塩 は建物 高 さにお け る乱 れ強 さで下 式 で求

め る。α・O.20よ り,

よ って,η は以下の とお りになる。

共振係数R∫ は,建 築物の変動変位の固有振動数成分

を表す係数で下式より求める。

ここで,Sfは 規模係数 といい,建 築物の規模による

乱れの影響の低下を表す係数であり,Fは 風力スペク ト

ルといい,建 築物の風方向の1次 固有振動数における風

速変動のパ ワーを表す係数であり,そ れぞれ下式で与え

られている。

L.は 建物高 さにおける乱れのスケール(m)で 下式

で求める。

よ っ て,Sf,Fは,

よって,Rfは 以 下 の とお りになる。

し た が っ て,文=1.69×10―2(m),7f=0.203,、Rf=

0.20と 求 め ら れ た の で,風 方 向 の 応 答 加 速 度 の 標 準 偏

差 傷 は,

となる。

(2)風 直角向の応答加速度標準偏差の算定

短辺に正対する方向について検討する。すなわち,見

附幅B=L2,奥 行きD-Llと する。応答加速度標準偏

差は下式((4ノ)式)よ り求める。

CLは 変動転倒モーメント係数で下式より求める。

よ り

風直角方向振動の共振係数1～五は下式より求める。

ここで,現 は風直角方向の風力スペ ク トルで次式よ

り求められる。

こ こ に,

である。

D/B=1.58<3よ りm=1と な る の で,n、1,β1を 求 め

る 。
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以上より凡 は,

とな る。

したが ってR.は,

よ っ て,qH=・468.3Pa,Ci・O.20,RL=0.75,ρb=

390.3kg/m3,D-51.2mよ り風 直 角 方 向 の 応 答 加 速 度

σ〃は,

3.4等 価応答加速度の算定

前項より風直角方向の応答が風方向を上回る。したがっ

て,等 価最大応答加速度は標準偏差を2倍 して,

ノ4=2×1.22=2.44(cm/s2)

となる。

3.5居 住性能評価

知覚振動指標は下式で算定する。

振動知覚閾の対数標準偏差 阜 は,V.2=・O.4よ り,

応 答 加 速 度 の 対 数 標 準 偏 差 覇 は,Vv=0.21(表 一1),

VE=0.1,Vv_A=0.4よ り,

振 動 知 覚 閾 の 対 数 平 均 値 λpは,P-1.5× π評6=1.5×

0.316―o・6-2.99cm/s2((2)式),ご=0.148よ り,

応答加速度の対数平 均値 煽 は,A=2.44cm/s2,続 一

〇.319よ り,

よ って,振 動知覚指標 βは,

と な る 。 ま た,

り,年 間振動知覚確率は30%と なる。

この算定法によって,都 市基盤整備公団が建設 した

60m以 上の超高層住宅77棟 について東京の臨海部 に建

設されたものと想定 して振動知覚指標 βを試算 した も

のを図―5に示す。図よりβ=0を 下回るものはない。振

動知覚指標β=0を 超える既存の公団超高層住宅につい

ては,こ れまで風揺れに関するクレームがないことや,

SRC造37階 建公団賃貸住宅の入居者 に対する台風時

(平成3年9月27日 台風19号 および,同 年10月13日

台風21号)の 建物の揺れの調査結果9)を踏まえて公団で

は,β=0を 下回 らないことをクライテ リアとしている。

4.居 住性評価 のための算定 シー トの提示

本解説において示 した居住性評価法について算定シー

トの形式として図一6に示 した。今後,風 揺れによる居

住性の評価について限界状態設計法によって検討する場

合に利用 していただければ幸いである。

図一5既 存の超高層住宅の振動知覚指標 β
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図一6(1)強 風時における居住性算定シー ト
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図一6(2)強 風時における居住性算定シー ト
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図一6(3)強 風 時における居住性算定シー ト
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5.終 わ り に

本報告では,鉄 筋コンクリー ト造超高層住宅において

限界状態設計法を用いた風揺れに対する居住性の評価法

について報告 した。限界状態設計法は,今 後建築設計に

おいて重要な位置を占めて くると思われる。本解説が特

に若い設計者に興味をもっていただければ幸いである。

なお,本 報告を執筆するにあたり,貴 重なご意見,資 料

等を提供 していただいた都市基盤整備公団技術センター

石橋龍吉氏に感謝致 します。
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